（2010年3月3日）

「温暖化基本法案」には以下が不可欠です： 
１．「２５％目標」には条件を付けない

2020年（平成32年）目標「２５％」削減は、条件なしで、すべて国内削減で達成するようにする。「すべての主要な国が、公平かつ実効性ある国際的枠組みに参加する」などという条件は削除する。

２．「原子力」は入れない

原子力を温暖化対策の柱に置かない。特に、核燃料サイクルまで温暖化対策に入れるのは、温暖化対策としては、間に合わないし、経済性の観点からも非現実的である。原子力の部分は、削除する。

３．国内排出量取引制度—「キャップ」が不可欠

これは、総量規制であるキャップ（排出量の上限）がなければ、削減につながらない対策になる。特に、原単位削減目標は、生産量、売上量が増えれば自動的に排出量も増えるので、削減にならない。キャップ（排出量の上限）がないと、量の削減が実現できない。また、取引する対象も「排出総量」であり、「原単位削減量」ではない。

さらに、この制度は、間接排出（エネルギー消費側の排出量）ではなく、直接排出（エネルギーを作る側の排出量）を対象としなければならない。それでないと、発電事業者は、この制度の対象とならなくなり、最も排出量の多い電力部門の削減努力を導き出すことができなくなる。

またグローバルにできつつある、世界の排出量取引制度とリンクすることができなくなり、より安く排出削減を行う機会を失うことになる。さらにグローバルスタンダードから外れることにもなる。

対象は各事業所であり、企業単位ではない。

４．再生可能エネルギー固定価格買取制度

これは電力会社が、自然エネルギーによって発電された電力を全量、買い取る「義務」があるということが明記されていなければならない。

また真に自然で再生可能なエネルギーだけを対象とし、ヒートポンプなどを対象とするべきではない。

目標も一次エネルギーに占める割合を示すべきであり、10％などといわず、もっと野心的な目標を掲げるべきである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
